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ビジネス関連発明の審査について

１． ソフトウェア関連発明としてのビジネス関連発明

　ビジネス関連発明の実体は、「コンピュータ応用システム」に関する発明であ

り、特許要件（「発明の成立性」（発明に該当するか否か）、「進歩性」等）の判
断は、コンピュータ・ソフトウェア関連発明の審査基準に従って行う。

　ビジネス関連発明と呼ばれるものの実体は、「コンピュータ応用システム」に

関する発明である。従って、ビジネス関連発明は、ソフトウェア関連発明の一形

態と位置付けることが可能であり、その特許要件（「発明の成立性」、「進歩性」

等）の判断は、コンピュータ・ソフトウェア関連発明の審査基準に従って行われ

る。

　なお、コンピュータやネットワークを用いないビジネス方法は、コンピュータ・

ソフトウェア関連発明の審査基準ではなく、一般基準に基づきその特許要件が判

断され、自然法則を利用していないものとして、特許法上の「発明」ではないと

判断される。

２． 発明の成立性の判断

　発明の成立性は、請求項に係る発明を全体として捉えて判断する。ビジネス

関連発明については、あるビジネス・アイデアがコンピュータ技術を利用して

具体化されており、使用目的に応じた特有のコンピュータ応用システムが構築
されていると言える場合には、「自然法則を利用した技術的思想の創作」である

として、特許法上の「発明」に該当するといえる。

（１）発明全体としての判断

　発明の成立性の判断にあたっては、請求項に係る発明からビジネス方法部分の

みを取り出して発明を把握することはせず、請求項に係る発明を全体として把握

し、把握された発明が「自然法則を利用した技術的思想の創作」にあたるか否か

の検討を行う。

（２）ビジネス関連発明の成立性

　あるビジネス・アイデアがコンピュータ技術を利用して具体化されており、使

用目的に応じた特有の情報処理システム（コンピュータ応用システム※）が構築

されていると言える場合、そのようなコンピュータ応用システムは「自然法則を

利用した技術的思想の創作」ということができ、特許法上の「発明」に該当する。

→【参考】（１）

※ ここでは「コンピュータ応用システム」に代表させているが、請求項の記載形式として

は、「システム（装置）」の他、「システムの動作方法」、「システムを実現するためのプ

ログラム」、「システムを実現するためのプログラムを記録した記録媒体」等が考えられ
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る。

　一方、請求項の記載から、具体的なコンピュータ応用システムが把握できない

場合には、「自然法則を利用した技術的思想の創作」ということはできず、「発

明」に該当しない。

３． 進歩性の判断

　進歩性の判断においても、請求項に係る発明は全体として把握され、請求項

に係る発明からビジネス方法部分のみを取り出して進歩性を判断することはな

い。具体的な進歩性の判断は、請求項に係る発明（コンピュータ応用システム）

に、公知／周知のシステム化技術、ビジネス手法等に基づき当業者が容易に想

到できたことの論理づけができるか否か（「容易想到性」）により行う。

（１）発明全体としての判断

　発明の進歩性についても、発明の成立性と同様、請求項に係る発明（コンピュー

タ応用システム）を全体として把握し、判断する必要があり、請求項に係る発明

からビジネス方法部分のみを取り出して進歩性を判断することはない。

（２）容易想到性としての進歩性の判断

　進歩性の判断は、本願発明の属する技術分野における出願当時の技術水準を的

確に把握した上で、公知／周知のコンピュータ応用システム、システム化技術、

ビジネス手法、商慣行等に基づいて、当業者が本願発明（「コンピュータ応用シ

ステム」）に容易に想到できたことの論理づけができるか否か（容易想到性）に

より行う。→【参考】（２）

（３）具体的判断手順

① 発明の把握

　請求項に記載された事項に基づいて、請求項に係る発明を把握する。

② 論理づけに最も適した引用例の選定

　本願発明と対比される公知の引用例としては、例えば次のものが選定される。

・ 類似した公知のコンピュータ応用システム

・ 類似した公知のビジネス手法※

※ 特許法２９条２項では、「…前項各号に掲げる発明に基づいて…」と規定されているが、

容易に思いつくような発明を特許すべきでないという同項の趣旨に鑑み、公知の「発明」

を柔軟に解釈し、ビジネス手法や通信規約等の（発明でない）公知事実も含み得るとす

ることは妥当であると考えられる。（参考：「特許法概説」，吉藤，熊谷，第１３版，１

３５頁（Ｆ）②）

③ 本願発明と引用例との対比と相違点抽出
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　本願発明のコンピュータ応用システムと引用例（類似した公知のコンピュー

タ応用システムまたは類似した公知のビジネス手法）との対比を行い、一致点・

相違点を明らかにする。その結果抽出される相違点としては、次のようなもの

がある。

・ システム化の有無

・ システムの構成要素上の相違部分

④ 論理づけ

抽出された一致点、相違点を基礎として、引用例として選定された「類似した公知

のコンピュータ応用システム」又は「類似した公知のビジネス手法」に対して、公知の

コンピュータ技術、公知のシステム化技術、公知のビジネス手法、商慣行等に基づ

き、一般的なシステム化やシステム上の設計変更等を行うことにより、本願請求項

に係る発明である「コンピュータ応用システム」に容易に想到し得たことの論理づけ

を試みる。※

※ ビジネス関連発明であっても、引用例との一致点、相違点の抽出後、それぞれの相違点につ

いて個別に判断することにより、結果的に本願請求項に係る発明全体の容易想到性が判断さ

れるという進歩性判断手法の基本的考え方は他の分野の発明と同じである。

　その結果、上記論理づけができた場合は進歩性が否定され、論理づけができな

かった場合は進歩性ありと判断される。

（補論）　「新規なビジネス方法を公知の手法でシステム化した発明」の進歩性

　既に述べたように、審査においては、請求項に係る発明を「全体として」把握し、ビジ

ネス方法とシステム化手法に分けて認定することはない。新規なビジネス方法を公知

の手法でシステム化した発明の進歩性は、システム化の結果得られたコンピュータ応

用システムが公知のシステム化技術やビジネス手法等から容易に想到し得るか否か

で判断される。

　ここで、ビジネス方法が新規な場合には、それをシステム化したコンピュータ応用シ

ステムは、一般に「新規な発明」となるものと考えられるが、「進歩性」が認められるか否

かは別論である。公知のシステム化技術やビジネス手法等から容易に想到し得たとさ

れる場合もあり得るし、容易に想到することはできないと判断され、進歩性が認められ

る場合もあり得る。ただし、ビジネス方法が非常に独創的である場合には、そのビジネ

ス方法をシステム化した発明についても、容易に想到することはできないとして、進歩

性が認められる可能性が高いといえるであろう。
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（１）第Ⅶ部第１章２．２．１（「発明」であることの）基本的考え方

「ソフトウエアによる情報処理が、ハードウエア資源を用いて具体的に実現されて

いる」場合、当該ソフトウエアは「自然法則を利用した技術的思想の創作」である。

（「3. 事例」の事例 2-1～2-5参照）
（説明）

　「ソフトウエアによる情報処理がハードウエア資源を用いて具体的に実現されて

いる」とは、ソフトウエアがコンピュータに読み込まれることにより、ソフトウエアと

ハードウエア資源とが協働した具体的手段によって、使用目的に応じた情報の演

算又は加工を実現することにより、使用目的に応じた特有の情報処理装置（機械）

又はその動作方法が構築されることをいう。

　そして、上記使用目的に応じた特有の情報処理装置（機械）又はその動作方法

は「自然法則を利用した技術的思想の創作」ということができるから、「ソフトウエア

による情報処理が、ハードウエア資源を用いて具体的に実現されている」場合に

は、当該ソフトウエアは「自然法則を利用した技術的思想の創作」である。」

（２）第Ⅱ部第２章２．３．１（進歩性の）基本的考え方

「進歩性の判断は、本願発明の属する技術分野における出願時の技術水準を的

確に把握した上で、当業者であればどのようにするかを常に考慮して、引用発明

に基づいて当業者が請求項に係る発明に容易に想到できたことの論理づけがで

きるか否かにより行う。」

（３）第Ⅶ部第１章２．３．１（進歩性の）基本的な考え方

「所定の目的を達成するためにある分野に利用されている方法、手段等を組み合

わせたり特定の分野に適用したりすることは、ソフトウエアの技術分野では普通に

試みられていることである。したがって、種々の分野に利用されている技術を組み

合わせたり特定の分野に適用したりすることは当業者の通常の創作活動の範囲

内のものであるから、組み合わせや適用に技術的な困難性（技術的な阻害要因）

がない場合は、特段の事情（顕著な技術的効果等）がない限り、進歩性は否定さ

れる。」

【参考】



ビジネス関連発明の特許要件審査フロー

本願発明の把握と引例との対比

相違点抽出

（システム化の有無、構成要素

上の相違部分）

論理づけができない　→　進歩性あり

論理づけができた　　→　進歩性なし

「発明」であるか否かの判断

請求項から「コンピュータ応用システム」が把握できるか？

第１引用例

ＹＥＳ

○公知／周知ビジネス手法（例．販促手法）

○公知／周知のシステム化技術等

マイレージ　　　　ランチサービス　　　　有利な利率

FAX→ネット

ノート→記憶装置

＋（論理付け）

本願「コンピュータ応用システム」？

論理づけ

（公知のシステム化技術、ビジネス手法、

商慣行等から本願発明に容易に想到で

きたか）

ビジネス・アイデアの具体化

本願発明

コンピュータ応用システム

○公知のコンピュータ

　応用システム、又は、

○公知のビジネス　　　　　　　

FAX→ネット

ノート→記憶装置

○公知/周知のシステム化技術等

○公知/周知ビジネス手法（例.販促手法）

マイレージ ランチサービス 有利な利率
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本願発明

サービスポイント管理システム

・ 買い物金額に応じたポイントを顧客
のＩＣカードに累積記憶
・ 累積ポイントが所定ポイントに達し
たときボーナスポイントを加算

入
力
手
段

ポ
イ
ン
ト

発
行
手
段
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イ
ン
ト

更
新
手
段

顧客用

ＩＣカード

コンピュータ

ボ
ー
ナ
ス

ポ
イ
ン
ト

追
加
手
段

顧客

店舗

買物

ポイント発行
（スタンプ等）

ポイントカード

○ ○ ○ ○ ○
○ ○

第１引用例（公知のビジネス手法）

ポイントサービス

・ 買い物金額に応じてポイント（スタン
プ）をポイントカードに記録

ビジネス関連発明の進歩性の判断例

本願発明の把握と引例との対比

相違点１：本願発明ではビジネス方法がシステ

ム化されている点

相違点２：本願発明では累計ポイントが所定ポイ

ントに達したときボーナスポイントを加算す

る手段（ハードウェア又はソフトウェア構

成）を備えている点

容易想到の論理づけができた　　→　進歩性なし

論理づけ

・ 第１引用例におけるポイントカードを ICカードに置き換え、ポイント処

理をコンピュータに行わせることは一般的なシステム化手法

・ お得意様ほどポイントが貯まりやすいことを考慮し、所定ポイントに達

した時点で特別サービスとしてボーナスポイントを追加することは容易

に着想可能かつシステム化の上でも特段の技術的阻害要因はない

○公知／周知のシステム化技術等

紙のカードの ICカード化及び

カード処理のコンピュータによ

る自動化

○公知／周知のビジネス手法・商慣行

お得意様に特別なサービスを行

うことは周知の商慣行
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